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図－2 メタモデルの例 
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１．はじめに 

 2011 年東北地方太平洋沖地震で確認された

ように，災害廃棄物は地域の復旧・復興の妨げ

となるため，これを事前に予測し，対策を講じ

ることはレジリエンス強化の観点から重要で

ある．確率論的ハザード解析に基づく災害廃棄

物量のリスク評価は，その合理的な処理計画の

立案に貴重な情報を与える．例えば，短期的に

は，災害廃棄物量の期待値に対応できる対策を

講じ，順次，発生頻度の小さい災害廃棄物量に

も対処できるように対策を高度化するなどで

ある．しかし，確率論的津波ハザード解析は，

計算負荷の大きな津波数値解析を多数回行わ

なければならず，計算コストが過大である． 

本稿では，少数の津波数値解析に基づくメタ

モデル 1)を用いた確率論的津波ハザード解析手法を提案し，南海トラフ地

震により生じる津波災害廃棄物量のリスク評価への適用例を示す． 

２．メタモデルを用いた確率論的津波ハザード解析 

 メタモデルを用いた確率論的津波ハザード解析フローを図－1 に示す．

平均応力降下量およびすべり角（以降，断層パラメータ）にばらつきを与

えることで，断層運動の不確定性を考慮する．一般の津波ハザード解析で

は，ハザード強度とその発生頻度の関係を評価するために，計算負荷の大

きな津波数値解析を多数回繰り返さなければならない．一方，提案手法で

は，少数の津波数値解析からメタモデルを作成することで，断層パラメー

タのあらゆる組み合わせに対する浸水深の変化を予測できるようにし，各

津波ハザード強度の計算を効率化する．これにより，特に，極めて低頻度

な領域であっても，津波ハザード強度（浸水深）と頻度の関係の評価が可

能になり，後述する災害廃棄物量のリスク評価精度を高めることができる．  

津波数値解析には非線形長波理論に基づく平面二次元津波解析モデル 3)

を用いる．津波数値解析では，ある断層パラメータに対する津波ハザード強度として，対象地域を 30 m ごと

に分割したメッシュ毎の最大浸水深を得る．提案手法では，35 回の津波数値解析のみが必要である．35 回の

津波数値解析結果をもとに，図－2に示されるようなメタモデルをメッシュ毎に作成する．メッシュ毎に得ら

れるメタモデルを用いて，断層パラメータの不確定性を考慮した試行回数 10 万回の繰り返し計算，すなわち， 
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図－3 津波災害廃棄物量のリスク評価フロー 

図－4 津波災害廃棄量のリスクカーブ 

モンテカルロシミュレーション (MCS)を実施し，

メッシュ毎に確率論的津波ハザード曲線を得る． 

津波数値解析のメタモデルは，断層パラメータ

と浸水深の関係を示す曲面であり，計算負荷の大

きな津波数値解析を代替する関数である．その関

数として，本研究では RBF ネットワークを用いる．

津波遡上域では，断層パラメータの組み合わせに

応じて津波の到達・未到達の違いが生じるため，

断層パラメータに対する浸水深の非線形性が大き

い．RBF ネットワークは，対象事象の関数をガウ

ス関数の線形和として表現する手法であり，非線

形性の高い遡上域のメッシュを含む，面的な確率

論的津波ハザード解析のメタモデルとして有効で

ある．図－2より，メッシュ毎のメタモデルは，その地点の地形条

件を反映していることが確認できる．解析対象地域における全て

のメッシュのメタモデルをそれぞれ利用することで，遡上域を含

む面的な確率論的津波ハザード解析が可能になる．  

３．南海トラフ地震による津波災害廃棄物量のリスク評価 

提案手法を用いて，三重県全域を対象とした，南海トラフ地震

による津波災害廃棄物量のリスク評価を行った．津波災害廃棄物

量のリスク評価フローを図－3に示す． 

内閣府・南海トラフの巨大地震モデル検討会（以下，検討会）2)

が公表している津波断層モデルに基づき，断層パラメータの値に

ばらつきを与え，断層運動の不確定性を考慮した．本研究では，大すべり域の位置がそれぞれ異なる計 15 ケ

ースの津波断層モデルを想定し，各ケースに対してメタモデルを作成した．MCS に基づき生成された多数の

断層パラメータを各メッシュのメタモデルに代入することで，確率論的津波ハザード曲線を得ている．なお，

津波を生じさせる南海トラフ地震の発生確率は 1.0とし，各津波断層モデルの発生確率は互いに等しいとした．

津波フラジリティ曲線および原単位は，復興調査支援アーカイブのデータ 4)を基に推定した． 

図－4 に，三重県を災害廃棄物処理の地域区分 5)で分類した津波災害廃棄物量の各リスクカーブを示す．図

－4より，伊勢志摩地域，東紀州地域，中勢地域，北勢地域の順に災害廃棄物量が多くなる傾向が確認された．

中勢地域では，超過確率が非常に小さい場合，浸水地域に位置する構造物数が多くなるため，東紀州地域を上

回る災害廃棄物が生じることが予想される． 

４．まとめ 

 メタモデルを用いた遡上域を含む面的な確率論的津波ハザード解析手法を提案した．また，津波災害廃棄物

量のリスク評価に適用することで，その有用性を確認した．提案手法は，少数の津波数値計算で，地域の地形

条件を反映しながら，低頻度のリスクを評価することができる．今後は，工学的観点から，メタモデルの基に

なる津波数値解析の回数とメタモデルの妥当性の関係を定量的に整理していきたい． 
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